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第５２号議案 

   専決処分の承認を求めることについて（藤枝市税条例の一部を改正する   

条例） 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 
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専第２号  

 

   専決処分書  

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。  

 

 

    平成３０年３月３１日  

 

                        藤枝市長 北 村 正 平  
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   藤枝市税条例の一部を改正する条例  

藤枝市税条例（昭和 ２ ９年藤枝市条例第 １ ４号）の一部を次のように改正する。  

第２０条中「第４８条第３項」を「第４８条第５項」に、「第５２条」を「第５

２条第１項及び第４項」に、「及び」を「並びに」に改める。  

第２４条第１項中「によって」を「により」に改める。  

第３１条第２項中「当該」を「同表の」に改める。  

第３７条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、同条第４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に、「第

１項」を「、同項」に改め、同条第５項中「の者」を「に掲げる者」に、「によっ

て」を「により」に、「においては」を「には」に改め、同条第６項から第８項ま

での規定中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に改める。  

第４７条の３中「（以下この節」を「（次条第１項」に改める。  

第４７条の５第１項中「においては」を「には」に、「以下この節」を「次条第

２項」に改め、同条第３項中「第４７条の５第１項」と」の次に「、「の特別徴収

義務者」とあるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以

下同じ。）の特別徴収義務者」と」を加える。  

第４８条第７項中「第５２条第２項」を「第５２条第４項」に改め、同項を同条

第９項とし、同条第６項を同条第８項とし、同条第５項中「第３項の場合」を「第

５項の場合」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項を同条第６項とし、同条

第３項中「第５項第１号」を「第７項第１号」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第２項中「法の施行地に本店若しくは主たる事務所若しくは事業所を有する法人」

を「内国法人」に、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第２６項」に、

「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項

を加える。  

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人（以下この条

において「内国法人」という。）が、租税特別措置法第６６条の７第４項及び第

１０項又は第６８条の９１第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、

法第３２１条の８第２４項及び令第４８条の１２の２に規定するところにより、

控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。  

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８

条の９３の３第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１条

の８第２５項及び令第４８条の１２の３に規定するところにより、控除すべき額
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を第１項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。  

第５２条第１項及び第２項中「によって」を「により」に改め、同条第２項を同

条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

２ 第４８条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正  

の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定  

による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第

４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限

る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があ

った日（その日が第５２条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日

以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から第５２条第１項の申告

書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。  

３ 第５０条第４項の規定は、第１項の延滞金額について準用する。この場合にお

いて、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不  

正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべ

き市民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税にあっては、第１号

に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべ

き税額の納付があった日（その日が第５２条第１項の法人税額の課税標準の算定

期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から同条

第１項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。  

第５２条に次の２項を加える。  

５ 第４８条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正  

の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定  

による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第

４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限

る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があ

った日（その日が第５２条第４項の連結法人税額の課税標準の算定期間の末日の

翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から第５２条第４項の

申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。  

６ 第５０条第４項の規定は、第４項の延滞金額について準用する。この場合にお

いて、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不  
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正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべ

き市民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税にあっては、第１号

に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべ

き税額の納付があった日（その日が第５２条第４項の連結法人税額の課税標準の

算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から

同条第４項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。  

第５４条第７項中「第１０条の２の１０」を「第１０条の２の１２」に改める。 

附則第３条の３第１項中「第４８条第３項」を「第４８条第５項」に改め、同条

第２項中「第５２条」を「第５２条第１項及び第４項」に、「同条」を「これら」

に改める。  

附則第４条第１項中「第５２条に」を「第５２条第１項及び第４項に」に、「同

項」を「前条第２項」に、「同条」を「これらの規定」に改める。  

附則第１０条の２第１項中「３分の１」を「２分の１」に改め、同条第３項を削

り、同条第４項中「附則第１５条第２項第７号」を「附則第１５条第２項第６号」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条第６項を同条

第５項とし、同項の次に次の１項を加える。  

６ 法附則第１５条第３２項第１号ハに規定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は、３分の２とする。  

附則第１０条の２第１４項中「附則第１５条の８第４項」を「附則第１５条の８

第２項」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第１０項から１３項までを４項ず

つ繰り下げ、同条第９項中「附則第１５条第３２項第２号ハ」を「附則第１５条第

３２項第３号ハ」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第８項中「附則第１５条

第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第３号ロ」に改め、同項を同条第１

２項とし、同条第７項中「附則第１５条第３２項第２号イ」を「附則第１５条第３

２項第３号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第６項の次に次の４項を加

える。  

７ 法附則第１５条第３２項第１号ニに規定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は、３分の２とする。  

８ 法附則第１５条第３２項第１号ホに規定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は、３分の２とする。  

９ 法附則第１５条第３２項第２号イに規定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は、４分の３とする。  
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１０ 法附則第１５条第３２項第２号ロに規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は、４分の３とする。  

附則第１０条の３第３項中「附則第１５条の８第３項」を「附則第１５条の８第

１項」に改め、同項第２号中「附則第１２条第１７項」を「附則第１２条第８項」

に改め、同条第４項中「附則第１５条の８第４項」を「附則第１５条の８第２項」

に、「附則第１２条第２１項第１号ロ」を「附則第１２条第１２項第１号ロ」に改

め、同条第５項中「附則第１５条の８第５項」を「附則第１５条の８第３項」に改

め、同項第２号中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第１５項」に、「同

条第１７項」を「同条第８項」に改め、同条第６項中「附則第１２条第２６項」を

「附則第１２条第１７項」に改め、同条第７項中「附則第７条第９項各号」を「附

則第７条第８項各号」に改め、同項第４号中「附則第１２条第３０項」を「附則第

１２条第２１項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第３１項」を「附則第１２

条第２２項」に改め、同条第８項中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第

９項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３８項」を「附則第１２条第２

９項」に改め、同条第９項中「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１０項

各号」に改め、同条第１０項中「附則第７条第１２項各号」を「附則第７条第１１

項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３８項」を「附則第１２条第２９

項」に改め、同条第１１項中「附則第７条第１４項」を「附則第７条第１３項」に、

「附則第１２条第２６項」を「附則第１２条第１７項」に改め、同項の次に次の１

項を加える。  

１２ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成 １ ８年国土交通省令第 １ １ ０号）第１

０条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関す

る法律（平成 ２ ４年法律第 ４ ９号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供

する施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。  

 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積  

 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

１ ８年政令第 ３ ７ ９号）第５条第３号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第４
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号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別  

 家屋の建築年月日及び登記年月日  

 利便性等向上改修工事が完了した年月日  

 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出

する場合には、３月以内に提出することができなかった理由  

附則第１１条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年

度から平成３２年度まで」に改め、同条第６号中「にあっては」を「には」に改め

る。  

附則第１１条の見出し中「平成２７年度又は平成２９年度」を「平成３０年度又

は平成３２年度」に改め、同条第６号中「にあっては」を「には」に改める。  

附則第１１条の２の見出し中「平成２８年度又は平成２９年度」を「平成３１年

度又は平成３２年度」に改め、同条第１項中「平成２８年度分又は平成２９年度分」

を「平成３１年度分又は平成３２年度分」に改め、同条第２項中「平成２８年度適

用土地」を「平成３１年度適用土地」に、「平成２８年度類似適用土地」を「平成

３１年度類似適用土地」に、「平成２９年度分」を「平成３２年度分」に改める。  

附則第１２条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」

を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項中「平成

２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「に

あっては」を「には」に改め、同条第４項中「平成２７年度から平成２９年度まで」

を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「当該課税標準額」を「前年度分の

固定資産税の課税標準額」に改め、同条第５項中「平成２７年度から平成２９年度

まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。  

附則第１３条（見出しを含む。）中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に改める。  

附則第１５条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度

から平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成３０年３月３１日」を「平成

３３年３月３１日」に改める。  

   附  則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 この条例による改正後の藤枝市税条例（次条第１項において「新条例」と
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いう。）第５２条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定は、平成２９年１月  

１日以後に同条第１項又は第４項の申告書の提出期限が到来する法人の市民税に

係る延滞金について適用する。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２９年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。  

２ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（平成 ３ ０年法律第３号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和 ２ ５年法律第 ２ ２ ６号。以下この条において「旧法」という。）附則第

１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。  

３ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に締結された旧法附則

第１５条第２９項に規定する管理協定に係る同項に規定する協定避難家屋（同項

に規定する協定避難用部分に限る。）に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。  

４ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に締結された旧法附則  

第１５条第３０項に規定する管理協定に係る同項に規定する償却資産に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。  

５ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新たに取得された旧  

法附則第１５条第３２項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。  

６ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新築された旧法附則  

第１５条の８第２項に規定する貸家住宅の敷地の用に供する土地のうち同項に規

定する旧農地に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。  
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第５３号議案  

   専決処分の承認を求めることについて（藤枝市都市計画税条例の一部を   

改正する条例） 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 
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専第３号  

 

   専決処分書  

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。  

 

 

    平成３０年３月３１日  

 

                        藤枝市長 北 村 正 平  
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   藤枝市都市計画税条例の一部を改正する条例  

藤枝市都市計画税条例（昭和 ３ １年藤枝市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。  

附則第１５項を附則第１６項とし、附則第１４項中「第１７項」の次に「、第１

８項、第２０項」を加え、同項を附則第１５項とする。  

附則第１３項中「附則第５項及び第７項」を「附則第６項及び第８項」に、「附

則第５項及び第８項」を「附則第６項及び第９項」に、「附則第６項、第８項及び

第９項」を「附則第７項、第９項及び第１０項」に、「附則第８項から第１０項ま

で」を「附則第９項から第１１項まで」に、「附則第１０項」を「附則第１１項」

に、「附則第１１項」を「附則第１２項」に改め、同項を附則第１４項とする。  

附則第１２項中「附則第１０項」を「附則第１１項」に改め、同項を附則第１３

項とする。  

附則第１１項を附則第１２項とする。  

附則第１０項（見出しを含む。）中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同項を附則第１１項とする。  

附則第９項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成

３２年度まで」に、「附則第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第１０項

とする。  

附則第８項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成

３２年度まで」に、「附則第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第９項と

する。  

附則第７項中「附則第５項」を「附則第６項」に、「平成２７年度から平成２９

年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「にあっては」を「には」

に改め、同項を附則第８項とする。  

附則第６項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成

３２年度まで」に、「にあっては」を「には」に改め、同項を附則第７項とする。  

附則第５項（見出しを含む。）中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同項を附則第６項とする。  

附則第４項の次に次の１項を加える。  

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告）  

５ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の
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適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成 １ ８年国土交通省令第 １ １ ０号）第１０

条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律（平成 ２ ４年法律第 ４ ９号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供す

る施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。  

 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 ２ ５年法律第 ２ ７号）第２条

第５項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個

人番号に限る。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規

定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積  

 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

１ ８年政令第 ３ ７ ９号）第５条第３号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第４

号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別  

 家屋の建築年月日及び登記年月日  

 利便性等向上改修工事が完了した年月日  

 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出

する場合には、３月以内に提出することができなかった理由  

   附  則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の藤枝市都市計画税条例の規定は、平成３０年度以後の

年度分の都市計画税について適用し、平成２９年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。  
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第５４号議案  

   専決処分の承認を求めることについて（藤枝市国民健康保険税条例の一   

部を改正する条例） 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 
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専第４号  

 

   専決処分書  

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。  

 

 

    平成３０年３月３１日  

 

                        藤枝市長 北 村 正 平  
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   藤枝市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 藤枝市国民健康保険税条例（昭和 32 年藤枝市条例第 32 号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第２項中「５４万円」を「５８万円」に改める。 

 第２３条第１項中「５４万円」を「５８万円」に改め、同項第２号中「２７万円」

を「２７万５千円」に改め、同項第３号中「４９万円」を「５０万円」に改める。 

   附  則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の藤枝市国民健康保険税条例の規定は、平成３０年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、平成２９年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 
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第５６号議案  

   藤枝市税条例等の一部を改正する条例  

第１条 藤枝市税条例（昭和 ２ ９年藤枝市条例第 １ ４号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第３項中「この節」

の次に「（第４８条第１０項から第１２項までを除く。）」を加える。  

第２４条第１項第２号中「１２５万円」を「１３５万円」に改め、同条第２項

中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、「得た金額」の次に「に１

００，０００円を加算した金額」を加える。  

第３４条の２中「扶養控除額を、」の次に「前年の合計所得金額が２，５００

万円以下である」を加える。  

第３４条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が２，５００

万円以下である所得割の納税義務者」に改め、同条第１号ア及び第２号ア中「に

おいては」を「には」に改める。  

第３７条第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし書中「によっ

て」を「により」に改め、「配偶者特別控除額」の次に「（所得税法第２条第１

項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」を加える。  

第４８条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項において

「納税申告書」という。）」を加え、同条に次の３項を加える。  

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は、第１項

の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告に

ついては、同項の規定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則で定めるとこ

ろにより、納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項において「申

告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手続

用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１２項において「機

構」という。）を経由して行う方法その他施行規則で定める方法により市長に

提供することにより、行わなければならない。  

１１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記載事項が記載

された納税申告書により行われたものとみなして、この条例又はこれに基づく

規則の規定を適用する。  

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条第１号の機構

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルへの記

録がされた時に同項に規定する市長に到達したものとみなす。  
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  第９２条を第９２条の２とし、第２章第４節中同条の前に次の１条を加える。  

（製造たばこの区分）  

第９２条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造たばこ代用品に係

る製造たばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性状によるものとする。  

 喫煙用の製造たばこ  

ア 紙巻たばこ  

イ 葉巻たばこ  

ウ パイプたばこ  

エ 刻みたばこ  

オ 加熱式たばこ  

 かみ用の製造たばこ  

 かぎ用の製造たばこ  

第９３条の次に次の１条を加える。  

（製造たばことみなす場合）  

第９３条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセ

リンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したもの（たばこ事業法第３条第

１項に規定する会社（以下この条において「会社」という。）、加熱式たばこ

の喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれ

らの混合物を充塡したものを製造した特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具

であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれらの混合物

を充塡したものを会社又は特定販売業者から委託を受けて製造した者その他

これらに準ずる者として施行規則第８条の２の２で定める者により売渡し、消

費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたものに限る。以下この条及び次条

第３項第１号において「特定加熱式たばこ喫煙用具」という。）は、製造たば

ことみなして、この節の規定を適用する。この場合において、特定加熱式たば

こ喫煙用具に係る製造たばこの区分は、加熱式たばことする。  

第９４条第１項中「第９２条第１項」を「第９２条の２第１項」に改め、同項

中「消費等」の次に「（以下この条及び第９８条において「売渡し等」という。）」

を加え、同条第２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこを除く。）」

を加え、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右欄」を「同表の

右欄」に改め、同項後段を削り、同項の表第１号ア中「パイプたばこ」を「葉巻

たばこ」に改め、同号イ中「葉巻たばこ」を「パイプたばこ」に改め、同条第４
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項中「前項」を「前２項」に改め、「計算に関し、」の次に「第４項の」を、「の

重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量」を加え、

同項を同条第６項とし、同項の前に次の１項を加える。  

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に

換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ごとの１個

当たりの重量（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し、その合計重量を紙巻たばこ

の本数に換算する方法により行うものとする。  

第９４条第３項中「前項」を「第２項」に改め、「の重量を」の次に「紙巻た

ばこの」を加え、「場合の」を「場合又は第３項第１号に掲げる方法により同号

に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における」に、

「第９２条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」を「売渡し

等」に、「同欄に掲げる」を「第９２条に掲げる」に、「喫煙用の紙巻たばこ」

を「紙巻たばこ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を

加える。  

３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号に掲げる方法によ

り換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第

２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した

紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に

０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計数によるものとする。  

 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１グラムを

もって紙巻たばこの１本に換算する方法  

 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２の２で定

めるものに係る部分の重量を除く。）の０．４グラムをもって紙巻たばこの

０．５本に換算する方法  

 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める金額の紙巻た

ばこの１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改正する法律（平成

３ ０年法律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたばこ税の税率、一般

会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する

法律（平成 １ ０年法律第 １ ３ ７号）第８条第１項に規定するたばこ特別税の税率、

法第７４条の５に規定するたばこ税の税率及び法第４６８条に規定するたば

こ税の税率をそれぞれ１，０００で除して得た金額の合計額を１００分の６
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０で除して計算した金額をいう。第８項において同じ。）をもって紙巻たば

この０．５本に換算する方法  

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は第２

項の認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式たばこ 当

該小売定価に相当する金額（消費税法（昭和 ６ ３年法律第 １ ０ ８号）の規定に

より課されるべき消費税に相当する金額及び法第２章第３節の規定により

課されるべき地方消費税に相当する金額を除く。）  

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（昭和 ５ ９年法律第 ７ ２

号）第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定した金額  

第９４条に次の４項を加える。  

７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定める

金額を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱

式たばこの品目ごとの１個当たりの同号ア又はイに定める金額に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、その合計額を紙巻たばこの

本数に換算する方法により行うものとする。  

８ 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第３号ア

に定める金額又は紙巻たばこの１本の金額に相当する金額に１銭未満の端数が

ある場合には、その端数を切り捨てるものとする。  

９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定する

数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その

端数を切り捨てるものとする。  

１０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、施

行規則で定めるところによる。  

 第９５条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。  

 第９６条第３項中「第９２条」を「第９２条の２」に改める。  

 第９８条第１項中「第９２条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは

消費等」を「売渡し等」に改める。  

附則第５条第１項中「得た金額」の次に「に１００，０００円を加算した金額」

を加える。  

附則第１０条の２第１８項を同条第１９項とし、同項の前に次の１項を加える。 

１８ 法附則第１５条第４７項に規定する条例で定める割合は０とする。  

附則第１７条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、「第３７
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条の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」に改め

る。  

第２条 藤枝市税条例の一部を次のように改正する。  

第９４条第３項中「０．８」を「０．６」に、「０．２」を「０．４」に改め

る。  

附則第１０条の２第１６項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４

３項」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第４

４項」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４

６項」に改める。  

第３条 藤枝市税条例の一部を次のように改正する。  

第９４条第３項中「０．６」を「０．４」に、「０．４を」を「０．６を」に

改め、同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則第４８条第１項第２

号」に改める。  

第９５条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。  

第４条 藤枝市税条例の一部を次のように改正する。  

第９４条第３項中「０．４を」を「０．２を」に、「０．６」を「０．８」に

改め、同項第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平成 ３ ０年法律第７号）

附則第４８条第１項第２号に定める」を「たばこ税法（昭和 ５ ９年法律第 ７ ２号）第

１１条第１項に規定する」に改め、同号イ中「（昭和 ５ ９年法律第 ７ ２号）」を削る。  

第９５条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。  

第５条 藤枝市税条例の一部を次のように改正する。  

第９３条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。  

第９４条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこの本数に０．２を

乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により換算した紙巻たば

この本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法に

より換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削り、同項第１号

を削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を同項第２号とし、同条第４

項中「又は第３項第１号に掲げる方法により同号に規定する加熱式たばこの重量

を紙巻たばこの本数に換算する場合」を削り、同条第５項中「第３項第２号」を

「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第３項第３号」を「第３項第２号」に

改め、同条第８項中「第３項第３号ア」を「第３項第２号ア」に改め、同条第９

項を削り、同条第１０項を同条第９項とする。  
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（藤枝市税条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第６条 藤枝市税条例の一部を改正する条例（平成 ２ ７年藤枝市条例第 ２ ７号）の一部

を次のように改正する。  

附則第５条第２項中「新条例」を「藤枝市税条例」に改め、同項第３号中「平

成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０日」に改め、同条第４項中「新条

例第９２条第１項」を「藤枝市税条例第９２条の２第１項」に改め、同条第１３

項中「平成３１年４月１日」を「平成３１年１０月１日」に、「１，２６２円」

を「１，６９２円」に改め、同条第１４項の表第５項の項中「平成３１年４月３

０日」を「平成３１年１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３１年９

月３０日」を「平成３２年３月３１日」に改める。  

附 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

 第１条中藤枝市税条例第２４条第２項の改正規定（「控除対象配偶者」を「同

一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び同条例第３７条第１項の改正規定

並びに同条例附則第１７条の２第３項の改正規定並びに次条第１項の規定 

平成３１年１月１日  

 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第３条の規定 平成３１

年４月１日  

 第２条中藤枝市税条例第９４条第３項の改正規定 平成３１年１０月１日  

 第１条中藤枝市税条例第２３条第１項及び第３項並びに第４８条第１項の

改正規定並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成

３２年４月１日  

 第３条並びに附則第７条及び第８条の規定 平成３２年１０月１日  

 第１条中藤枝市税条例第２４条第１項第２号の改正規定、同条第２項の改正

規定（第１号に掲げる改正規定を除く。）並びに同条例第３４条の２及び第３

４条の６の改正規定並びに同条例附則第５条の改正規定並びに次条第２項の

規定 平成３３年１月１日  

 第４条並びに附則第９条及び第１０条の規定 平成３３年１０月１日  

 第５条の規定 平成３４年１０月１日  

 第１条中藤枝市税条例附則第１０条の２第１８項を同条第１９項とし、同条
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第１７項の次に１項を加える改正規定   生産性向上特別措置法（平成 ３ ０年法

律第 ２ ５号）の施行の日  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の藤枝市税条例の規定中個人の市民

税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

２ 前条第６号に掲げる規定による改正後の藤枝市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成

３２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の藤枝市税条例第４８条第１０項から第

１２項までの規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分の  

法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適

用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事

業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第３条 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間（以下この条に

おいて「適用期間」という。）に地方税法等の一部を改正する法律（平成 ３ ０年法

律第３号）第２条の規定による改正前の地方税法附則第１５条第４３項に規定す

る中小事業者等（以下この条において「中小事業者等」という。）が取得（同項

に規定する取得をいう。以下この条において同じ。）をした同項に規定する機械

装置等（以下この条において「機械装置等」という。）（中小事業者等が、同項

に規定するリース取引（以下この条において「リース取引」という。）に係る契  

約により機械装置等を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得を

した同項に規定する経営力向上設備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリ

ース取引により引渡しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して

課する固定資産税については、なお従前の例による。  

（市たばこ税に関する経過措置）  

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税）  

第５条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又

は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及
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び第２号に規定する売渡しを除く。附則第８条第１項及び第１０条第１項におい

て「売渡し等」という。）が行われた製造たばこ（藤枝市税条例等の一部を改正

する条例（平成 ２ ７年藤枝市条例第 ２ ７号）附則第６条第１項に規定する紙巻たばこ

三級品を除く。以下この項及び第５項において「製造たばこ」という。）を同日

に販売のため所持する卸売販売業者等（附則第１条本文の規定による改正後の藤

枝市税条例（第４項及び第５項において「３０年新条例」という。）第９２条の

２第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者があ

る場合において、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成 ３ ０年法律

第7号。附則第８条第１項及び第１０条第１項において「所得税法等改正法」と

いう。）附則第５１条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造た  

ばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項

の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売販売業者

等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域

内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に  

所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるものに限る。）

を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この

場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造た

ばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。  

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成 ３ ０年総務省令第 ２ ４号）別記  

第２号様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに市長に提出しなければ

ならない。  

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１日までに、その申

告に係る税金を地方税法施行規則（昭和 ２ ９年総理府令第 ２ ３号。以下「施行規則」

という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、第３項に規定するもののほ

か、３０年新条例第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２並びに

第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる３０年

新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。  
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第１９条  第９８条第１項若しくは

第２項、  

藤枝市税条例等の一部

を改正する条例（平成 ３ ０

年藤枝市条例第 号。以

下この条及び第２章第

４節において「平成３０

年改正条例」という。）

附則第５条第３項、  

第１９条第２号  第９８条第１項若しくは

第２項  

平成３０年改正条例附

則第５条第２項  

第１９条第３号  第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項若し

くは第２項の申告書又は

第１３９条第１項の申告

書でその提出期限  

平成３０年改正条例附

則第５条第３項の納期

限  

第９８条第４項  施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式  

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平成

３ ０年総務省令第 ２ ４号）別

記第２号様式  

第９８条第５項  第１項又は第２項  平成３０年改正条例附

則第５条第３項  

第１００条の２第１項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第５条第２項  

当該各項  同項  

第１０１条第２項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第５条第３項  

５ ３０年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、

第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受け

た卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、

施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定

する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及

びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造た
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ばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された、又は課されるべきであ

った旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごと  

の本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければなら

ない。  

（手持品課税に係る市たばこ税に関する経過措置）  

第６条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間における前条第

４項の規定の適用については、同項の表第１９条第３号の項中「第８１条の６第

１項の申告書、第９８条第１項」とあるのは、「第９８条第１項」とする。  

（市たばこ税に関する経過措置）  

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第５号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税）  

第８条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者  

が所得税法等改正法附則第５１条第９項の規定により製造たばこの製造者として  

当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみ

なして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸

売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場合に

は市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市  

の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持されるも

のに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を

課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみな

される製造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４

３０円とする。  

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成 ３ ０年総務省令第 ２ ５号。附則第

１０条第２項において「平成３０年改正規則」という。）別記第２号様式による

申告書を平成３２年１１月２日までに市長に提出しなければならない。  

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３３年３月３１日までに、その

申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付し

なければならない。  

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもののほ
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か、第３条の規定による改正後の藤枝市税条例（以下この項及び次項において「３

２年新条例」という。）第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２

並びに第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる

３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。  

第１９条  第９８条第１項若しくは

第２項、  

藤枝市税条例等の一部

を改正する条例（平成 ３ ０

年藤枝市第 号。以下こ

の条及び第２章第４節

において「平成３０年改

正条例」という。）附則

第８条第３項、  

第１９条第２号  第９８条第１項若しくは

第２項  

平成３０年改正条例附

則第８条第２項  

第１９条第３号  第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項若し

くは第２項の申告書又は

第１３９条第１項の申告

書でその提出期限  

平成３０年改正条例附

則第８条第３項の納期

限  

第９８条第４項  施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式  

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平成

３ ０年総務省令第 ２ 5号）別

記第２号様式  

第９８条第５項  第１項又は第２項  平成３０年改正条例附

則第８条第３項  

第１００条の２第１項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第８条第２項  

当該各項  同項  

第１０１条第２項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第８条第３項  

５ ３２年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、
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第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受け

た卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、

施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定

する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及

びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造た

ばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された、又は課されるべきであ

った旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごと

の本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければな

らない。  

（市たばこ税に関する経過措置）  

第９条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第７号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例による。 

（手持品課税に係る市たばこ税）  

第１０条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売

のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの

者が所得税法等改正法附則第５１条第１１項の規定により製造たばこの製造者

として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出した

ものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これら

の者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等であ

る場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場

合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所

持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市

たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡した

ものとみなされる製造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００

本につき４３０円とする。  

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと

に、平成３０年改正規則別記第２号様式による申告書を平成３３年１１月１日ま

でに市長に提出しなければならない。  

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３４年３月３１日までに、その  

申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付しな

ければならない。  

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもののほ
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か、第４条の規定による改正後の藤枝市税条例（以下この項及び次項において「３

３年新条例」という。）第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２

並びに第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる

３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。  

第１９条  第９８条第１項若しくは

第２項、  

藤枝市税条例等の一部

を改正する条例（平成 ３ ０

年藤枝市条例第 号。以

下この条及び第２章第

４節において「平成３０

年改正条例」という。）

附則第１０条第３項、  

第１９条第２号  第９８条第１項若しくは

第２項  

平成３０年改正条例附

則第１０条第２項  

第１９条第３号  第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項若し

くは第２項の申告書又は

第１３９条第１項の申告

書でその提出期限  

平成３０年改正条例附

則第１０条第３項の納

期限  

第９８条第４項  施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式  

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平成

３ ０年総務省令第 ２ 5号）別

記第２号様式  

第９８条第５項  第１項又は第２項  平成３０年改正条例附

則第１０条第３項  

第１００条の２第１項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第１０条第２項  

当該各項  同項  

第１０１条第２項  第９８条第１項又は第２

項  

平成３０年改正条例附

則第１０条第３項  

５ ３３年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、
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第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受け

た卸売販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、

施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定

する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及

びその他参考となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造た

ばこについて第１項の規定により市たばこ税が課された、又は課されるべきであ

った旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごと  

の本数を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければなら

ない。  
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第５７号議案  

藤枝市都市計画税条例の一部を改正する条例  

第１条 藤枝市都市計画税条例（昭和 ３ １年藤枝市条例第９号）の一部を次のように

改正する。  

附則第１５項中「若しくは第４５項」を「、第４５項若しくは第４８項」に改

める。  

第２条 藤枝市都市計画税条例の一部を次のように改正する。  

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条

第４３項」に改め、附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」

を「附則第１５条第４４項」に改め、附則第１５項中「第４４項、第４５項」を

「第４３項、第４４項」に、「第４８項」を「第４７項」に改める。  

附 則  

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、都市

再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成 ３ ０年法律第22号）の施行の日から施

行する。  
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第５８号議案  

藤枝市が設置する都市公園の設置基準等を定める条例の一部を改正する  

条例  

藤枝市が設置する都市公園の設置基準等を定める条例（平成25年藤枝市条例第15

号）の一部を次のように改正する。  

第６条に次の１項を加える。  

６ 政令第８条第１項の規定により条例で定める割合は、１００分の５０とする。  

   附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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第５９号議案  

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和27年法律第180号）第１０条第１項の規定により、市道の路線を次の

とおり廃止する。 

路線番号 路  線  名 区       間  

１０１７  瀬古音羽町線 
瀬古舞台６０５番１地先 

音羽町１丁目１１２６番５地先 

１０１８  藤枝駅広幡線 
志太３丁目３８番１地先 

藤枝２丁目８８番地先 

１０２８ 一里山線 
上青島北一里山５４６番１地先 

上青島二ノ待井上６３２番２地先 

１０３０ 岡部潮線 
岡部町岡部８４番４地先 

仮宿１３２３番３地先 

１０３１ 八幡中央線 
八幡１８８番１地先 

潮３６番１地先 

２０１６ 藤岡中央線 
藤岡１丁目１番地先 

藤岡３丁目８８番１地先 

２０５５ 水守平島線 
水守１丁目２７番地先 

平島四丁島１１３９番３地先 

９０５４ 自歩専５３号線 
大洲４丁目１番５０地先 

大洲３丁目１番１０地先 

９０７０ 自歩専６９号線 
仮宿１３２４番１地先 

仮宿１３２３番４地先 

１０００２ １地区２号線 
益津八ツ橋３５３番１地先 

稲川金屋敷２０２番１０地先 

１０１７８ １地区１７８号線 
稲川金屋敷３７０番地先 

稲川金屋敷３７０番地先 

２００１０ ２地区１０号線 
青木３丁目４０６番２地先 

小石川町３丁目２３６番４地先 

２０２４２ ２地区２４２号線 
大新島大新島７５１番１地先 

大新島大新島５４２番地先 
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２０２７７ ２地区２７７号線 
築地堤下１８２番地先 

築地堤下１８１番１地先 

２０３５０ ２地区３５０号線 
大新島大新島４７３番地先 

大新島大新島５６６番１１地先 

３０００５ ３地区５号線 
高洲１番４地先 

大東町南７５４番４地先 

３０１０５ ３地区１０５号線 
泉町６１番１地先 

高洲８０番４地先 

３０１０６ ３地区１０６号線 
泉町１番３地先 

泉町６１番１１地先 

３０１２５ ３地区１２５号線 
田沼４丁目９番４地先 

田沼４丁目９番４地先 

３０１５７ ３地区１５７号線 
大東町北３７２番２地先 

大東町西１６３番２地先 

３０１５８ ３地区１５８号線 
大東町北４３５番地先 

大東町北２７７番地先 

３０１６０ ３地区１６０号線 
大東町北２６８番１地先 

大東町西１２２番２地先 

３０１６１ ３地区１６１号線 
大東町西７０番１地先 

大東町西１１９番１地先 

３０１７４  ３地区１７４号線 
大東町東４５８番地先 

大洲４丁目８番１０地先 

３０１７７  ３地区１７７号線 
大東町北２５８番３地先 

大洲３丁目１５番１２地先 

３０１８０ ３地区１８０号線 
大東町西１９４番１地先 

大東町西８４番地先 

３０１８２ ３地区１８２号線 
大東町南７５０番３地先 

大東町西９８番地先 
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３０２３８ ３地区２３８号線 
善左衛門２丁目１９番８地先 

善左衛門２丁目１９番８地先 

３０３４４ ３地区３４４号線 
大東町北４３５番１地先 

大東町北４０９番２地先 

４００６６ ４地区６６号線 
水上松根６５番１地先 

瀬戸新屋和古１８０番１地先 

４００９４ ４地区９４号線 
上青島北三軒屋２６４番４地先 

上青島北三軒屋２６４番３地先 

４０１２３ ４地区１２３号線 
下青島土井下４７番１地先 

青葉町１丁目９８０番地先 

４０１４２ ４地区１４２号線 
青葉町２丁目１６番１４地先 

青葉町５丁目５番４地先 

４０１４５ ４地区１４５号線 
青葉町３丁目３番１４地先 

青葉町５丁目１２番２２地先 

４０１７１ ４地区１７１号線 
青葉町５丁目３番４地先 

青葉町５丁目５番４地先 

４０１８４ ４地区１８４号線 
末広４丁目６番１２地先 

末広４丁目１７番６地先 

４０１９３ ４地区１９３号線 
末広４丁目６番１地先 

末広４丁目１番１１地先 

４０１９６  ４地区１９６号線 
末広４丁目９番６地先 

末広４丁目８番１地先 

４０２０２  ４地区２０２号線 
上青島北三軒屋２８４番１地先 

上青島北三軒屋２７６番１０地先 

４０２０３ ４地区２０３号線 
上青島北三軒屋２７５番２地先 

上青島北三軒屋２７７番８地先 

４０２１１ ４地区２１１号線 
末広１丁目２番３地先 

末広１丁目２番１５地先 
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４０２３１ ４地区２３１号線 
大西町１丁目６番１０地先 

青南町１丁目１６番１地先 

４０２５２ ４地区２５２号線 
青南町１丁目５番１地先 

青南町５丁目１２０番地先 

４０２５４ ４地区２５４号線 
青南町１丁目１６番５地先 

青南町１丁目６番１地先 

４０３３４ ４地区３３４号線 
上青島１７９０番地先 

上青島１７０６番地先 

４０３４８ ４地区３４８号線 
青葉町２丁目６４２番７地先 

青葉町５丁目４番６地先 

４０３５５ ４地区３５５号線 
青南町５丁目１１３番地先 

青南町５丁目１０１番地先 

５００７３ ５地区７３号線 
藤岡５丁目１番１９３番地先 

藤岡５丁目１番１６８番地先 

５０１１４ ５地区１１４号線 
藤岡３丁目８３３番８地先 

藤岡３丁目８３３番１１地先 

５０１４５ ５地区１４５号線 
仮宿吉添１４５５番２地先 

仮宿芝添１５７６番地先 

５０１５４ ５地区１５４号線 
仮宿大蔵地６６３番地先 

仮宿上付田１０１２番１地先 

５０１５７  ５地区１５７号線 
仮宿京田１６７４番地先 

仮宿茶木田１５４１番５地先 

５０１５９  ５地区１５９号線 
仮宿京田１６４３番５地先 

潮宮塚５１番１地先 

５０４３４ ５地区４３４号線 
潮２８―２地先 

潮２９―２地先 

５０４３６ ５地区４３６号線 
仮宿１３２６―１地先 

仮宿１３２７―１地先 
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５０４３７ ５地区４３７号線 
仮宿１５４１―５地先 

仮宿１３４２―１地先 

５０４７６ ５地区４７６号線 
仮宿１３２３番４地先 

潮４１８番１地先 

５０４７７ ５地区４７７号線 
潮３９７番３地先 

仮宿６６３番１地先 

６０１０５ ６地区１０５号線 
茶町２丁目９７１番７２地先 

茶町２丁目９７１番６１地先 

６０２８４ ６地区２８４号線 
茶町３丁目５３３番１地先 

茶町３丁目５３３番１地先 

６０２８５  ６地区２８５号線 
茶町３丁目６３６番１２地先 

茶町３丁目６３４番１地先 

６０５２９ ６地区５２９号線 
寺島寅辰１１１９番１地先 

助宗新田１２９３番１地先 

７００９７ ７地区９７号線 
水上鳥越２１０番１９地先 

水上鳥越２１０番２０地先 

７０１０７ ７地区１０７号線 
水上前尻４３８番地先 

水上鳥越３０９番１地先 

７０１２７ ７地区１２７号線 
内瀬戸坂下１３７番７地先 

内瀬戸マヘダ６１３番１１地先 

７０１３３ ７地区１３３号線 
内瀬戸イシハラダ６２１番３地先 

内瀬戸マチヤ５１５番１地先 

７０２４６ ７地区２４６号線 
寺島寺島８５７番１地先 

寺島寺島８５８番地先 

７０２９８ ７地区２９８号線 
青木２丁目１０８番地先 

瀬古２丁目２３３番地先 

７０３８７ ７地区３８７号線 
内瀬戸ゴトクダ４９３番１地先 

内瀬戸ヨコマクリ５０３番１地先 
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７０３８８ ７地区３８８号線 
内瀬戸ムカイガイト５８７番１地先 

内瀬戸ミロクデン５８５番２地先 

８００６９ ８地区６９号線 
瀬戸ノ谷天神前９４６番２地先 

瀬戸ノ谷オオダシ１１００番１地先 

８０１１５  ８地区１１５号線 
瀬戸ノ谷下り窪カイト７５２０番３地先 

瀬戸ノ谷助平７５０５番３地先 

８０２２７ ８地区２２７号線 
本郷１２４８番地先 

本郷１２５０番地先 

１０１８ 殿二ツ谷横道線 
岡部町殿字左口海５２９番８地先 

岡部町殿字横道上４６９番６地先 

１０２０ 殿総善寺線 
岡部町殿字二ツ谷８１番１地先 

岡部町殿字田中１６８番３地先 

２０９１ 入野会下４号線 
岡部町入野９８番地先 

岡部町入野７７番３地先 

３０７５  岡部牛ケ谷２号支線 
岡部町岡部字牛ケ谷４８６番５地先 

岡部町岡部字牛ケ谷４９６番２－１地先 

３０８３  岡部田園団地２号線 
岡部町岡部字二反田１６２１番８地先 

岡部町岡部字二反田１６２１番１２地先 

３０８６ 岡部田園団地５号線 
岡部町岡部字二反田１５７８番４７地先 

岡部町岡部字二反田１５７８番４７地先 

３０９９ 岡部台団地２号線 
岡部町岡部字二反田１５７０番５０地先 

岡部町岡部字二反田１５７０番５５地先 

３１０２ 岡部台団地５号線 
岡部町岡部字二反田１５７０番６２地先 

岡部町岡部字二反田１５７０番６２地先 
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第６０号議案  

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第８条第１項の規定により、市道の路線を次の

とおり認定する。 

路線番号 路  線  名 区       間  

１０１８ 藤枝駅広幡線 
南新屋２３９番２地先 

藤枝２丁目８８番地先 

１０３０ 岡部潮線 
岡部町岡部８４番４地先 

潮３０番１地先 

１０３１ 八幡中央線 
八幡３２２番２地先 

潮３３番１地先 

２０１６ 藤岡中央線 
本町４丁目１０３６番地先 

藤岡３丁目８８番１地先 

２０５５ 水守平島線 
水守２丁目１番１地先 

平島１８５８番地先 

２０５９ 平島東部線 
平島２７８番１地先 

平島１１３９番３地先 

９０５４ 自歩専５３号線 
泉町４８番１１地先 

泉町６０番９地先 

９０７０ 自歩専６９号線 
仮宿１３２４番２地先 

仮宿１３２４番４地先 

９０７２ 自歩専７１号線 
上青島１９４９番地先 

上青島１８４７番地先 

９６３１ 歩専３１号線 
寺島１０７７番２地先 

助宗１２４７番１地先 

１０００２ １地区２号線 
益津３５３番１０地先 

稲川１３１番１地先 

１０１７８ １地区１７８号線 
稲川３７０番１地先 

稲川１３１番２地先 
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１０３８１ １地区３８１号線 
稲川２０１番５地先 

稲川２０２番１０地先 

２００１０ ２地区１０号線 
青木３丁目１５番２地先 

小石川町３丁目２６１番２地先 

２０２４２ ２地区２４２号線 
大新島７５１番１地先 

大新島５８７番５地先 

２０３５０ ２地区３５０号線 
大新島４７３番地先 

大新島５４２番１地先 

３０００５ ３地区５号線 
高洲１番４地先 

大東町４５４番７地先 

３０１０５ ３地区１０５号線 
泉町６１番１地先 

泉町６１番１１地先 

３０１０６ ３地区１０６号線 
泉町１番４地先 

高洲８０番６地先 

３０１５７ ３地区１５７号線 
大東町３７２番２地先 

大東町３４６番１地先 

３０１５８ ３地区１５８号線 
大東町４２３番１地先 

大東町２７７番１地先 

３０１６０ ３地区１６０号線 
大東町２６８番１地先 

大東町２７２番１地先 

３０１６１ ３地区１６１号線 
大東町７０番１地先 

大東町９８番１地先 

３０１７４ ３地区１７４号線 
大東町４５８番地先 

大東町４５６番地先 

３０１７７ ３地区１７７号線 
大東町２５８番３地先 

大東町２６６番１地先 

３０１８０ ３地区１８０号線 
大東町１９４番１地先 

大東町８９番３地先 
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３０１８２ ３地区１８２号線 
大東町７４９番６地先 

大東町１００番地先 

３０３４４ ３地区３４４号線 
大東町４３５番３地先 

大東町４１１番１地先 

３０３７０ ３地区３７０号線 
大東町４５６番地先 

大東町７４９番２地先 

３０３７１ ３地区３７１号線 
大東町３２８番２地先 

大東町１６３番２地先 

３０３７２ ３地区３７２号線 
大東町２１０番１地先 

大東町１１４番４地先 

３０３７３ ３地区３７３号線 
大東町１２２番５地先 

大東町１１９番４地先 

３０３７４ ３地区３７４号線 
大東町３４５番２地先 

大洲４丁目８番２８地先 

３０３７５ ３地区３７５号線 
大東町２６７番１地先 

大洲３丁目１５番１２地先 

３０３７６ ３地区３７６号線 
大東町９９番１地先 

大東町９８番１地先 

３０３７７  ３地区３７７号線 
大東町８７番１地先 

大東町８４番地先 

４００６６  ４地区６６号線 
水上１３５番３地先 

瀬戸新屋２１３番５地先 

４００９４ ４地区９４号線 
上青島２５６番３地先 

上青島２５７番３地先 

４０１２３ ４地区１２３号線 
下青島４７番１地先 

下青島６６番１地先 

４０１４２ ４地区１４２号線 
青葉町２丁目１６番１４地先 

青葉町５丁目６番４地先 
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４０１４５ ４地区１４５号線 
青葉町３丁目３番２８地先 

青葉町５丁目１２番２２地先 

４０１７１ ４地区１７１号線 
青葉町５丁目３番３地先 

青葉町５丁目４番６地先 

４０１８４ ４地区１８４号線 
末広４丁目６番１２地先 

末広４丁目１７番６地先 

４０１９３ ４地区１９３号線 
末広４丁目６番１地先 

末広４丁目１番１１地先 

４０１９６ ４地区１９６号線 
末広４丁目９番６地先 

末広４丁目８番１地先 

４０２０２ ４地区２０２号線 
上青島２８２番１地先 

上青島２７６番１地先 

４０２０３ ４地区２０３号線 
上青島２７６番３地先 

上青島２７８番８地先 

４０２１１ ４地区２１１号線 
末広１丁目２番３地先 

末広１丁目２番７地先 

４０２３１ ４地区２３１号線 
大西町１丁目６番１０地先 

青南町１丁目１６番１地先 

４０２５２ ４地区２５２号線 
青南町１丁目５番１地先 

青南町５丁目１０１番地先 

４０２５４ ４地区２５４号線 
青南町１丁目１６番１５地先 

青南町１丁目６番１地先 

４０３３４ ４地区３３４号線 
上青島１７９０番地先 

上青島１７００番地先 

４０３４８ ４地区３４８号線 
青葉町２丁目６４２番１４地先 

青葉町５丁目３番１１地先 

４０３５５ ４地区３５５号線 
青南町５丁目１２５番１地先 

青南町５丁目１２０番地先 
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４０４２７ ４地区４２７号線 
瀬戸新屋２１２番５地先 

瀬戸新屋１８０番１地先 

４０４２８ ４地区４２８号線 
青葉町１丁目６２番１地先 

青葉町１丁目９７７番１地先 

４０４２９ ４地区４２９号線 
青葉５丁目５番２地先 

青葉５丁目５番４地先 

５００７３ ５地区７３号線 
藤岡５丁目１番２３６地先 

藤岡５丁目４９３番３１地先 

５０１４５ ５地区１４５号線 
仮宿１６５５番１地先 

仮宿１６７６番３地先 

５０１５４ ５地区１５４号線 
仮宿１０３０番３地先 

仮宿１００９番４地先 

５０１５７ ５地区１５７号線 
仮宿１６７４番地先 

仮宿１３７８番２地先 

５０１５９ ５地区１５９号線 
仮宿１６４３番５地先 

仮宿１４７１番１地先 

５０４３６ ５地区４３６号線 
仮宿１３２６番１地先 

仮宿１５２９番１地先 

５０４３７ ５地区４３７号線 
仮宿１５４１番５地先 

仮宿１５３０番５地先 

５０４７６ ５地区４７６号線 
潮１７番３地先 

潮４１８番１地先 

５０４７７ ５地区４７７号線 
潮１０６番１地先 

仮宿７８６番２地先 

５０４７８ ５地区４７８号線 
仮宿１４６９番２地先 

仮宿１６０４番５地先 

５０４７９ ５地区４７９号線 
藤岡５丁目１番２６４地先 

藤岡５丁目１番２５９地先 
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５０４８０ ５地区４８０号線 
仮宿１４８２番２８地先 

仮宿１５４２番６地先 

５０４８１ ５地区４８１号線 
仮宿１３７８番２地先 

潮５１番１地先 

６０１０５ ６地区１０５号線 
茶町２丁目９７１番９地先 

音羽町１丁目１１２６番５地先 

６０５２９ ６地区５２９号線 
寺島１１１９番１地先 

寺島１０７７番２地先 

６０５９３ ６地区５９３号線 
助宗１２９９番１地先 

助宗２３７７番２５地先 

７００９７ ７地区９７号線 
水上２１０番１９地先 

水上２１０番２０地先 

７０１０７ ７地区１０７号線 
水上２６７番３地先 

水上４４２番地先 

７０１２７ ７地区１２７号線 
内瀬戸１３７番７地先 

内瀬戸５０９番地先 

７０１３３ ７地区１３３号線 
内瀬戸６２０番地先 

内瀬戸６２１番３地先 

７０２４６ ７地区２４６号線 
寺島８５６番 1 地先 

寺島８５８番１６地先 

７０２９８ ７地区２９８号線 
志太２丁目３３番１４地先 

瀬古２丁目２３３番地先 

７０３８７ ７地区３８７号線 
内瀬戸５８７番１地先 

内瀬戸４９３番２０地先 

７０４９２ ７地区４９２号線 
水上１０番１８地先 

水上４３６番１地先 

７０４９３  ７地区４９３号線 
内瀬戸６１４番１地先 

内瀬戸６１３番１１地先 
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７０４９４ ７地区４９４号線 
内瀬戸６１７番３地先 

内瀬戸５１５番１地先 

８００６９ ８地区６９号線 
本郷１２３１番地先 

本郷１２５０番地先 

１０１８ 殿二ツ谷横道線 
岡部町殿５２９番８地先 

岡部町殿１６８番３地先 

１０２０ 殿総善寺線 
岡部町殿８１番１地先 

岡部町殿４６９番６地先 

１１０４ 羽佐間坂下６号線 
岡部町羽佐間３２４番６６地先 

岡部町羽佐間３２４番７０地先 

３０７５ 岡部牛ケ谷２号支線 
岡部町岡部４８６番５地先 

岡部町岡部５０３番１地先 

３０８３ 岡部田園団地２号線 
岡部町岡部１６２１番８地先 

岡部町岡部１５７０番５６地先 

３０８６ 岡部田園団地５号線 
岡部町岡部１５７８番４７地先 

岡部町岡部１５７０番７２地先 

３１６１ 内谷３号線 
岡部町内谷９１８番１０地先 

岡部町内谷９１８番１５地先 

３１６２ 内谷４号線 
岡部町内谷１００１番６地先 

岡部町内谷６０６番１０地先 

３１６３  内谷５号線 
岡部町内谷９７４番６地先 

岡部町内谷９７１番１地先 
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第６１号議案  

   市有財産の取得について（消防団用消防ポンプ自動車（ＣＤ－１型）２ 

台） 

 次の財産を取得することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第９６条

第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

記  

 

１ 名 称 及 び 数 量  消防団用消防ポンプ自動車（ＣＤ－１型） ２台 

２ 契約の方法  指名競争入札 

３ 取 得 金 額  ３５，０１９，６４１円 

４ 取 得 の 相 手 方  焼津市道原７０４番地の３ 

         株式会社 日消機械工業 

         代表取締役 深沢 英雄 



  平 成 ３ ０ 年 ６ 月 藤 枝 市 議 会 定 例 会   

議 案 提 案 理 由 書 （ 第 ５ ２ 号 議 案 ～ 第 ５ ４ 号 議 案 、 第 ５ ６ 号 議 案 ～ 第 ６ １ 号 議 案 ） 

 

第５２号議案、第５３号議案及び第５４号議案 

地方税法等の一部を改正する法律等が平成３０年３月３１日公布、同年４月１日

から施行されたことに伴い、藤枝市税条例、藤枝市都市計画税条例及び藤枝市国民

健康保険税条例の一部を改正する必要が生じましたが、特に緊急を要し、議会を招

集する時間的余裕がないため、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分

に付したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるものでありま

す。  

 

第５６号議案 

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、たばこ税の税率等を平成３４年

１０月に向けて段階的に改正するものであり、併せて条文の字句等の整理を行うも

のであります。  

 

第５７号議案  

 地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、地方税法を引用している条文の

字句等の整理を行うものであります。  

 

第５８号議案  

 都市公園法施行令の一部改正に伴い、都市公園の敷地面積に対する運動施設の敷

地面積の割合を、本条例により定めるものとなったため、所要の改正を行うもので

あります。  

 

第５９号議案  

 起終点の変更など、市道路線の再編成により、路線を廃止するものであります。  

 

第６０号議案  

 起終点の変更など、市道路線の再編成により、新たに路線を認定するものであり

ます。  



第６１号議案  

本件は、消防団用消防ポンプ自動車（ＣＤ－１型）２台を取得するものでありま

す。  

 平成３０年５月１８日に１５者による指名競争入札を実施した結果、株式会社日

消機械工業が入札額３２，４００，０００円で落札したので、これに消費税２，５

９２，０００円、法定手数料等２７，６４１円を加算した金額で売買契約を締結す

るものであります。 

 車両の納期限は、平成３０年１１月２６日であります。 


